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予算総額 （過去最大）

1,522億3,008万１千円（1.8％・26億円 増）

一般会計（過去最大）

872億円（1.5％・13億円増）

特別会計

418億6,729万2千円（2.1％・9億円増）

当初予算の概要

投資的経費 88.2億円

公営企業会計

231億6,278万9千円（2.0％・5億円増）

１



自分らしさ輝く 希望と幸せあふれる 元気なまち あつぎ

第10次厚木市総合計画（2021－2032）

将来都市像

６つのまちづくりのビジョン

地域包括ケア社会の実現１ 命、財産を守り抜くまち

２ 支え合い、生き生きと暮らせるまち

３ 夢や希望を持ち、自己実現ができるまち

４ 人が集い、交流し、新たな価値を生むまち

５ 環境に優しく、自然と共生するまち

6 市民と共に確かな成長を創り出すまち 分野横断的に取り組む

２

2021年度スタート



新たな総合計画の推進

総合計画 第1期基本計画（2021-2026）３つの重点項目

第10次厚木市総合計画をスタートさせる

誰もが快適に移動でき、地域で暮らし続け、
働き続けることができるまち2

安心・安全に暮らせるまち１

New Normal 感染症対策5

4

デジタル化の推進及び自然環境と共生した持続可能なまち3

予算編成の視点①

３

5つの柱



削減 確保

貯蓄投資

人件費の削減
工事・委託コスト

の見直し

寄附制度の活用
国・県補助金の確保

約24億円約11億円

約73億円

未来のまちづくりへ
財源確保に向けた
先行投資など、
地方債を効果的に活用

約135億円

今後の財政需要
などに対し、

財政調整基金を
計画的に活用

徹底した行財政改革+投資・貯蓄
“今日的課題解決 と 次世代への先行投資 を両立する財政運営”

行財政改革
効果額35億円

標準財政規模比25.5％

（57年連続普通交付税不交付団体）

自主・自立の財政運営

予算編成の視点②

４



１ 指定避難所等強化事業

2 南毛利・相川分署整備事業

3 風水害等対策事業

4 公共下水道浸水対策事業

5 防災・減災関連計画策定事業

安心・安全に暮らせるまち1

総仕上げ拡 充

拡 充

拡 充

５

５つの柱

SDGs

NEW

NEW



電気自動車で使用済みのリチウムイオンバッテリー

指定避難所等強化事業
NEW

1
大規模災害時に電力供給が可能

3,770万円

大規模災害時に指定避難所や救援物資の集積拠点となる荻野運動公
園に、電気自動車の蓄電池を再利用した非常用電源設備を整備しま
す。停電しても、電力を確保し機能を維持します。

安心・安全に暮らせるまち

災害時の拠点である荻野運動公園に整備

電気自動車
蓄電池

（再利用）

電気自動車の蓄電池を再利用した

非常用電源イメージ

分
電
盤

切替盤

照明

コンセント

切替盤

体育館のメインアリーナや
会議室、通路等で利用

パ
ワ
ー

コ
ン
デ
ィ
シ
ョ
ナ
ー

・ 大規模災害発生時も、避難者の受け入
れや支援活動を維持
・ 脱炭素に向け蓄電池を再利用
・ 日産との電力供給等の協力に関する協
定を活用

ポイント



各種災害に迅速・的確に対応するため、消防・防災拠
点である南毛利分署および相川分署を移転整備します。

南毛利・相川分署整備事業

拡充

2
消防・防災機能の拠点が令和３年度に完成

約9.3億円

安心・安全に暮らせるまち

執務室には、発災時す
ぐに対策会議ができる
フリーデスクを導入

南毛利分署 相川分署

①自家用給油施設を設置（災害対応）
②大型の拠点機能形成車を配備
③高さ約17ｍの訓練棟を設置

①県道と市道の双方向から出動可能
②分署庁舎を有効活用した訓練施設
③消防団の器具置場を併設

特徴
供用開始

R4年1月上旬

before

after総仕上げ

拠点機能形成車

特徴 供用開始
R3年12月下旬

南毛利分署 ・・・ 移転で、より迅速な出動が可能に
相川分署 ・・・ 自家用給油施設の設置や拠点機能形成車の配備で、

大規模災害にも対応

ポイント



公共下水道浸水対策事業

公共下水道事業会計

54
拡充

14.2億円

●厚木排水区浸水対策北貯留管
整備事業（継続費）

浸水被害の軽減に向けた整備を進め
ます。

安心・安全に暮らせるまち

直径2.4メートルのシールドマシン

防災・減災関連計画策定事業
1,000万円

●本厚木駅周辺地域都市再生安全確保計画改定事業

災害に強いまちづくりを推進します

厚木排水区浸水対策北貯留
管を掘削するシールド先端部

NEW

大規模な災害に備え、安心・安全なまちづくりに向
けた新たな計画を策定します。

3
市内の降雨量をより細かに把握するため、気
象観測装置を３カ所増設します。合計８カ所
で気象データを収集し、風水害への備えを強
化します。

風水害等対策事業

拡充 気象データの収集体制を強化し、市民の命と財産を守る

風水害時に開催される災害対策本部会議（Ｈ30年度）

1,260万円

①市役所本庁舎
②北消防署
③依知分署
④玉川分署
⑤相川分署

設
置
済
（
５
カ
所
）

①玉川中
②上依知小
③小鮎小

Ｒ
３
年
度

（
３
カ
所
追
加
）市役所本庁舎の気象観測装置

ハードとソフトの総合的な「減災対策」と被災
時に迅速な復旧・復興を進める手順などを事前
に決める「復興事前準備」の二本柱で計画を策
定します。

●防災都市づくり計画策定事業

感染症に配慮し、帰宅困難者対策を見直します。厚木中央公園から大型バス発着場北
側までの雨水貯留管を整備します。

●恩曽川左岸第６排水区浸水対策
事業（継続費）

栄町２丁目と恩名１丁目での浸水対
策として、雨水排水区の見直しや段
階的な整備を実施します。



誰もが快適に移動でき、地域で暮らし続け、

働き続けることができるまち

１ コンパクト・プラス・ネットワーク推進事業

２ 街路整備事業

３ 中町第２－２地区周辺整備関連事業

４ 本厚木駅北口周辺整備関連事業

５ 酒井土地区画整理推進事業

6 森の里東土地区画整理推進事業

拡 充

拡 充

９

2
５つの柱

SDGs

NEW



コンパクト・プラス・ネットワーク推進事業1
持続的に発展し続けるための都市づくりのために

誰もが快適に移動でき、地域で暮らし続け、

働き続けることができるまち

①生活利便施設立地促進事業

スーパーや診療所などが不足している地域で
新しく出店などをする事業者に対し、費用の
一部を支援

④コミュニティ交通導入検討事業

必要性が高い地域について、特性に合った

運行方法を検討

③公共交通利便性向上事業

約4,738万円

NEW

人口減少や超高齢社会の進展に備え、地域で快適に暮らせるよう、生活に必要な
店舗や診療所の開設の促進、移動手段の確保などに取り組みます。

コンパクト・プラス・ネットワーク型都市構造のイメージ

②居住誘導区域（がけ地近接等危険住宅）移転事業

県内初

・最大１億円を補助
・地域で快適に暮らせる
まちに

ポイント

県内初

・補助制度で移転を促進
・安全性と快適性を向上

ポイント

・混雑箇所を解消し、バス
の利便性を向上

ポイント

・バス路線を補完する地
域の移動手段を確保

ポイント

中心市街地へのアクセス性向上や路線バスの
定時性、速達性確保のため、国道246号水引
交差点付近のバス路線の交通混雑について、
信号制御やバスレーン等の検討を実施。また、
交通混雑緩和の効果を検証し、最適な信号現
示案を作成

災害リスクの高い地区からの移転などを希
望する方に対し、除却費等の一部を支援。
市で定める居住誘導区域内に移転する場合
は、移転費等の一部も支援



街路整備事業（環状3号線・本厚木下津古久線等）

交通ネットワークを整備し、安全で快適な環境を整えるため、厚木環
状３号線・本厚木下津古久線等の都市計画道路を整備します。

2
環状3号線は、いよいよトンネル工事が完了

約20.4億円

3
中心市街地の新たな中核拠点となる
図書館・（仮称）未来館・市庁舎な
どで構成する複合施設の基本設計に
着手。便利な交通動線の確保に向け
、測量・予備設計を実施します。

複合施設と周辺交通アクセス整備の推進

本厚木駅前北口広場と周辺地区の再整備に向けて、市街地再開発
準備組合を支援し、権利者の皆様と具体的な事業計画の策定に取
り組みます。

4 本厚木駅北口周辺整備関連事業
都市機能の集積や交通結節機能の充実に向けて

中町第２－２地区周辺整備関連事業
約4.3億円

中町第２－２地区の現在

約1,864万円

環状3号線トンネル工事

整備計画
（目標）

拡充

実施設計・施工

Ｒ３年度 Ｒ４年度

基本設計

誰もが快適に移動でき、地域で暮らし続け、

働き続けることができるまち



酒井土地区画整理推進事業

6 森の里東土地区画整理推進事業

5
拡充

A工区 企業２社が操業中

B工区 Ｒ２年６月整備完了。企業１社操業開始

C工区 Ｒ５年度整備完了・企業立地（予定）

Ａ、Ｂ工区で全３社が操業。Ｃ工区も順調に整備進行中

基盤整備工事が本格化

約7.4億円

約1.8億円

Ａ工区

Ｂ工区Ｃ工区

現在の酒井地区

Ｒ６年度整備完了（予定）

Ａ工区（整備完了）

Ｂ工区（整備完了）

Ｃ－２工区（整備中）Ｃ－１工区（整備中）

Ｒ５年度整備完了（予定）

早期の産業用地創出・企業誘致に向け、各土地区画整理組合への支援に加え、施行地区
周辺の都市基盤を整備します。

誰もが快適に移動でき、地域で暮らし続け、

働き続けることができるまち



デジタル化の推進及び自然環境と共生した持続可能なまち

１ ＧＩＧＡスクール推進事業

2 子育てパスポート電子化リニューアル事業

3 ＥＶごみ収集車導入事業

4 ごみ減量化・資源化推進事業

5 電子図書館事業

６ テレワーク導入支援補助金

7 公衆無線ＬＡＮ整備事業

拡 充

拡 充

13
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SDGs



1 ＧＩＧＡスクール推進事業
１人１台パソコンをより効果的に活用NEW

先進事例の周知や教職員による研究、モデル校の設
置により、ＩＣＴを活用した効果的な授業づくりの
実践例を全校に周知し、教員一人一人が容易に実践
に取り組める環境づくりを進めます。

約1,070万円

Ｒ３年度
教育情報化に向けた土台づくり

Ｒ４年度
効果的な活用についての研究

（仮称）ＧＩＧＡステップアップ支援員

Ｒ５年度～
学校だけでなく、家庭や地域でも
活用

①校内推進体制構築の支援
②授業づくりに係るアドバイス
③モデル実践例の収集

・ パソコンを使った効果的な授業方法を、より早
く構築
・ パソコンを使った新たな授業を、子どもたちに
展開できるよう教員のサポートを充実

ポイント

年度別支援計画

デジタル化の推進及び自然環境と共生した

持続可能なまち



2 子育てパスポート電子化リニューアル事業

スマホでAYUCOが使える

従来の紙のカードを電子化することで、子育てパスポート
のカード提示や店舗検索などを簡単に行うことができます。

約328万円

情報誌も
スマホで確認

NEW

デジタル化の推進及び自然環境と共生した

持続可能なまち

ＥＶごみ収集車導入事業

「持続可能な脱炭素社会の推進」や、「2050年に二酸
化炭素排出量実質ゼロ」を目指し、その達成に向けた
先進的な取組として、ＥＶごみ収集車を導入します。

3
EVごみ収集車で、脱炭素社会の実現へスタートダッシュ

152万円

NEW

駆動用
バッテリーを
ここに搭載

EVパッカー車のイメージ

・使いやすさが向上し、市内店舗での買い物を促進
・新しい生活様式への対応
・ランニングコストの削減

ポイント

全国で4市目

・持続可能な脱炭素社会を推進
・充電用の電力は、環境センターのごみ焼却で発電
した電力を利用
・Ｒ４年３月から稼働予定

ポイント



テレワーク導入支援補助金

新型コロナウイルス感染拡大対策、働き方改革を目的に、新
たにテレワークを導入する企業を支援します。

6
経済的負担の大きいテレワーク導入を後押し

7 公衆無線ＬＡＮ整備事業
災害時に備えて新たに14カ所に整備

災害時における避難者等への
情報収集支援、公共施設を利
用する皆さんの利便性の向上
を目指し、公衆無線ＬＡＮ
サービス「Atsugi Free Wi-Fi」
を市内１４公民館に整備しま
す。

約300万円 約886万円

拡 充

電子図書館事業
電子書籍の閲覧や貸し出しをスタート

地理的、身体的要因か
ら図書館利用が困難な
方や、新型コロナウイ
ルス感染防止対策とし
て外出を自粛されてい
る方も、自宅にいなが
ら手軽に読書が可能に
なります。

704万円5
NEW

電子図書館には
絵本も揃える予定

補助額
県の補助対象経費の
1/4（上限15万円）

本庁舎など公共施設や、本厚木駅・
愛甲石田駅周辺エリア 全１４カ所

新規追加 公民館 １４カ所

+

全28カ所
に拡大！

県内で5例目4 ごみ減量化・資源化推進事業
Go ごみニマムシティ あつぎ

新たな一般廃棄物処理基本計
画の基本目標である「未来へ
つなげる循環型都市の実現～
Ｇｏごみニマムシティあつ
ぎ～」を目指し、資源物の適
正な収集・処理を実施すると
ともに、家庭系ごみ・事業系
ごみの更なる減量化・資源化
を推進します。

約11.7億円

拡充

目標値（Ｒ３～８年度）
平成14年度対比の減量化率
50%（家庭系と事業系ごみ）

デジタル化の推進及び自然環境と共生した

持続可能なまち



１ 母子支援関連事業

２ 医療的ケア児訪問看護支援事業

３ 若年世帯住宅取得支援事業補助金

４ 勤労者奨学金返済助成金

５ 高齢者の尊厳保持支援事業

6 障害者相談支援事業

新たな総合計画の推進

拡 充

拡 充

4
５つの柱

SDGs

NEW

NEW

NEW

NEW



●産後ケア（令和3年10月1日～）

出産後のお母さんと赤ちゃんの休養の機会、心身のケアや
授乳指導、育児サポートなどを実施（デイケア型）。

１ 母子支援関連事業 ●妊婦健康診査（令和3年４月1日～）

妊婦健診の受診費用を助成。

妊娠期から子育て期にわたる切れ目のないサポート

約2.6億円 妊娠期

出産期

切
れ
目
の
な
い
サ
ポ
ー
ト

対象 産後5カ月未満の母子など
（父親、養親、里親も対象者に含む）

自己負担 １日当たり2,500円程度
（非課税世帯は一部免除）

対象 全ての産婦

助成額 １回5,000円を上限（2回まで）

助成額 ８万円（１万円×2回＋５千円×12回）

多胎妊娠の方はさらに５千円×５回分を助成

対象 生後60日までの乳児

助成額 3,000円を上限（１回）

NEW

NEW子育て期

新たな総合計画の推進

●新生児聴覚検査（令和3年10月1日～）

●産婦健康診査（令和3年10月1日～）

産後間もない時期（産後２週間・１カ月など）に心や体、
授乳の状況などを確認する、健康診査の受診費用を助成。

産前産後で不安を抱える家庭に切れ目のない支援をする
ため、健診費用の助成や産後ケアの実施など、新たに母
子への支援を開始。若者が安心して子どもを育てられる
環境を整え、定住促進にもつなげていきます。

NEW

NEW

NEW

拡充

・安心して出産し育児ができるよう支援
・新生児聴覚検査は、先天的な聴覚障がいを早期に発見し、
適切な支援につなげる

ポイント



若年世帯住宅取得支援事業補助金

子育て世代に優しい厚木に定住していただくため、新たな戸建て住
宅・分譲マンションの取得を後押しします。

3
子育て世代の厚木定住を応援

補助額 【補助基本額】２０万円
【加算額】地域加算１０万円、在勤加算１０万円

補助要件 次の要件全てを満たす世帯

①世帯に中学生以下の子がいる世帯 ②世帯主または
その配偶者が４０歳未満の世帯 ③補助対象住宅に３
年以上居住予定の世帯

3,700万円

NEW

2 医療的ケア児訪問看護支援事業
幼児期からの切れ目のない医療的ケアをサポート

約1,060万円

訪問看護
事業者

導尿や経管栄養などの医療的ケアが日常的に必要な障がい
児も、公立保育所や市立小・中学校に通えるよう、医療的
ケアが受けられる環境を整え、子育てしやすいまちづくり
を推進します。

NEW

・障がい児も安心して
保育所や学校に通え
る環境を整備
・保護者の負担を軽減

ポイント

・子育て世代の転入促
進と転出抑制

ポイント

新たな総合計画の推進



高齢者の尊厳保持支援事業

高齢者がいつまでも尊厳を持って、
自分らしい生活を送れるように支
援体制を充実します。

5
拡充 市権利擁護支援センターがサポート

【権利擁護支援センターでの支援】

①高齢者虐待の早期発見、早期対応、予防活動

②成年後見制度に係る相談支援、市民後見人の養成と活動支援

③成年後見の申し立てが困難な場合、家庭裁判所への市長申し

立てによる審判請求を実施

6 障害者相談支援事業
拡充 発達障がいに関するサポート体制を充実

障がい者基幹相談支援センターに発達障
がいの相談支援専門員を配置。障がい者
相談支援センターへの支援と、困難事例
などへの相談支援体制を強化します。

基幹相談
支援センター

6つの相談支援センター

小 鮎
・

玉 川

睦合南

荻 野
・

睦 合

南毛利
・

相 川
依 知

厚 木
①困難事例の対応支援

②研修・同行支援

相談支援専門員

約2,303万円

約1.2億円

発達障がいに関するサポート体制のイメージ

4 勤労者奨学金返済助成金
厚木に就職する若者を応援

地域経済の活性化と人材確保、若者勤労者の市内定住を促進します。

助成額 １年間の奨学金返済額の１／２
（上限１２万円）最長７年間

助成要件 次の要件全てを満たす者

① 基準日に市内在住かつ市内事業所に勤務

② 大学等在学中に日本学生支援機構などの
奨学金を利用

③ 大学などを卒業後５年以内

※ 本市で奨学金助成を実施している看護師、
介護福祉士等、保育士、幼稚園教諭を除く

約600万円

NEW

新たな総合計画の推進



１ 新型コロナウイルスワクチン接種事業

２ マイナンバーカード交付円滑化事業

３ 介護保険サービス事業所等支援事業補助金

４
公共交通車両等感染拡大防止
支援事業補助金

New Normal 感染症対策

拡 充

拡 充

5
５つの柱

SDGs

NEW



市民を対象に始まるワクチン接種を滞り
なく実施するため、国や県と連携しなが
ら会場の手配や医療機関と調整し、順次
接種を進めます。

新型コロナウイルスワクチン接種事業1
一般の方の接種を開始

約10.6億円

New Normal 感染症対策

スケジュール ２月 ３月 ４月 ５月～

医療従事者

高齢者

その他

接種開始

接種開始

接種券郵送

拡充

・円滑な接種を進める

ポイント

接種開始接種券郵送

集団接種
・厚木市保健福祉センター
・市内公民館１４館（予定）

会場

個別接種
・市内医療機関

※スケジュールについては、変更になる場合があります。



公共交通車両等感染拡大防止
支援事業補助金

介護保険サービス事業所等がサービスを継続できるよう、
感染症拡大防止に要する経費を補助します。

介護保険サービス事業所等支援事業
補助金

43
サービス提供者の感染症対策を支援

1,992万円6,670万円

市民の足である公共交通車両もコロナ対策

市民が安心して公共交通機関を利用できるよう、事
業者の感染拡大防止対策に係る経費を補助します。

対象 介護保険サービス提供事業所や
障害福祉サービス提供事業所など

補助額 利用定員５０人以上の施設サービス事業所：上限３０万円
利用定員５０人未満の施設サービス事業所：上限２０万円
居宅サービス提供事業所 上限１０万円

対象・補助額 バス事業者：１台当たり１０万円

タクシー事業者：１台当たり１万円

鉄道事業者：１駅当たり１０万円

拡充

マイナンバーカード交付円滑化事業2
約6,838万円

マイナンバーカードの交付事務をもっとスムーズに

申請数の増加が見込まれるマ
イナンバーカードを円滑に交
付するため、窓口での待ち時
間の短縮や混雑緩和を目指し、
感染リスク軽減を図ります。

・ 窓口数の拡大

・ コールセンターの導入

・ 予約システムの導入

円滑化の手法

NEW

New Normal 感染症対策



1

2

若年世帯住宅取得支援事業補助金3

母子支援関連事業

2021年度の 目玉事業

コンパクト・プラス・ネットワーク推進事業

約2.6億円

3,700万円

約4,738万円

NEW

NEW

24

NEW

p10

p18

p19

・・・ハード事業

・・・ソフト事業

4 指定避難所等強化事業 3,770万円

NEW

5 南毛利・相川分署整備事業

総仕上げ

約9.3億円

p6

p7



あつぎの
元気希望
予算 2021


